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次世代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、育成される環境を社会全体として整えていく

ため、平成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法」（以下、「次世代育成法」とします。）が制定

され、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間、国、地方公共団体及び民間企業による次世

代育成支援対策の集中的・計画的な取り組みが行われました。しかし、出生率の低下などを要因と

した少子化は進行し、法の目的が実現されたとは言えないことから、法の有効期限が１０年間延長

され、これまでの取り組みを更に充実させていくこととなりました。 

府中町も一つの事業主としての立場から、引き続き職員の子どもたちの健やかな誕生とその育成

に大きな役割を果たしていかなければなりません。これまでも次世代育成支援対策を計画的かつ着

実に推進するため、「仕事と子育てを両立できる職場づくり」という基本理念のもと、第１次前期（平

成１７年度～平成２１年度）、第１次後期（平成２２年度～平成２６年度）、第２次前期（平成２７

年度～令和元年度）と３期にわたり「特定事業主行動計画」を策定し、取り組みを推進してきまし

た。しかし、これらの取り組みで十分に目標を達成したとは言い難く、これまでの取り組みを継続

しつつ、より一層実効性のある次世代育成支援対策を推進していく必要があります。 

 

  また、多様化・複雑化する行政ニーズや社会経済情勢の変化に対応しつつ水準の高い住民サービ

スを提供していくためには、すべての職員がその個性と能力を十分に発揮していくことが重要です

が、日本においては依然として出産・育児等により就業を中断する女性も多く、働くことを希望す

る女性がその希望に応じた働き方を実現することが難しい現状があります。女性がその個性と能力

を十分に発揮して職業生活において活躍することができるよう社会全体で取り組んでいく必要があ

ることから、平成２７年に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下、「女性活躍

推進法」とします。）が制定されました。 

  府中町も一つの事業主としての立場から、「女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」

（平成２８年度～令和２年度）を策定し、女性職員が十分に力を発揮し、活躍できる職場環境づく

りに係る取り組みを推進してきました。しかし、これらの取り組みで十分に目標を達成したとは言

い難く、これまでの取り組みを継続しつつ、女性が働きやすく働きがいをもって活躍できるととも

に、ワーク・ライフ・バランスが可能となる職場環境づくりをより一層推進していく必要がありま

す。 

 

  根拠法は異なるものの、どちらの「特定事業主行動計画」も仕事と子育ての両立や職場における

女性の活躍など、共通の背景や考え方を持った計画であり、一体的に取り組みを進めていくことが

効果的かつ効率的です。両方の「特定事業主行動計画」が計画期間満了となったこの機会に統合す

ることとし、「第３次特定事業主行動計画」として新たに策定を行います。 

  なお、本計画は「第２期府中町子ども・子育て支援事業計画」（令和２年度～令和６年度）、並び

に「府中町第４次男女共同参画プラン」（令和４年度～令和８年度）と密接に関連するものです。 

１．策定の背景及び目的 
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「次世代育成法」が平成２７年度から令和６年度までを期間とした１０年間の時限立法、「女性活

躍推進法」が平成２８年度から令和７年度までを期間とした１０年間の時限立法であることから、

本計画の計画期間は令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 

 

 

 

 

（１）策定主体 

     本計画は府中町長、府中町議会議長、府中町教育委員会、府中町選挙管理委員会、府中町代

表監査委員及び府中町消防長を策定主体とします。 

 

（２）対象者 

本計画の対象者は、町長事務部局、議会事務局、教育委員会事務局、選挙管理委員会事務局、

監査委員事務局、消防本部に所属する職員とします。 

 

（３）職員の責務 

     本計画の具体的な取り組みにおいては、所属長や人事担当課である総務課の責務を多く記載

していますが、この両者だけで目的を達成することはできません。個々の職員が自分の生活の

問題、自分の職場の問題として捉え、働きやすく子育てしやすい職場づくりについて共通認識

を持ち、参加・応援・協力・協働していく行動が不可欠となります。 

 

（４）計画の推進体制 

        本計画の各種対策を効果的に進めるため、「特定事業主行動計画推進委員会」（以下「委員会」

とします。）を設置し、総務課に事務局を置きます。委員会は、この計画の実施状況を点検する

ことで今後の対策の実施や計画の見直し等を図っていくとともに、職員からの相談等を随時受

け付けるものとします。 
    委員会は、総務課長（委員長）、子育て支援課長、自治振興課人権推進室長、教育総務課長（副

委員長）、消防総務課長、職員労働組合員３名（うち女性２名以上）の８名で構成することとし

ます。 

    実施状況については毎年度、町のホームページにおいて公表します。 

 

 

２．計画期間 

３．計画の実施 
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（５）ＳＤＧｓとの関連 

    本計画は、国連で採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の目標３「すべての人に健康 

と福祉を」、目標５「ジェンダー平等を実現しよう」、目標８「働きがいも経済成長も」、目標 

１０「人や国の不平等をなくそう」と方向性を同じくするものであり、当該目標と関連した計 

画として位置付けるとともに、その達成に寄与するものとなります。 

 

 

 

 

統合前の「特定事業主行動計画」で掲げた目標値に対する実績値の検証を行うとともに、本計画

における目標値を定めます。 

検証に係る数値は、原則として直近である令和２年度の実績値を基本とするとともに、この章に

おいて、「次世代育成法」に係る「特定事業主行動計画」（第２次前期）の目標値を「【次世代】」、「女

性活躍推進法」に係る「特定事業主行動計画」の目標値を「【女性】」、「次世代育成法」に係る「特

定事業主行動計画」（第１次後期）の実績値を「第１次後期実績値」として表記します。 

 

（１）男性職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。）の出産に伴い入院等の付添いを行う特別休暇取得率 

⇒ 令和元年度までに８５％以上とする。【次世代】 

⇒ 令和２年度までに９０％以上とする。【女性】 

       令和２年度実績値は８５．７％で、「次世代育成法」の目標値を上回りましたが、「女

性活躍推進法」の目標値は下回りました。 

しかし、第１次後期実績値６１．５％からは大きく前進しており、計画推進の効果が

表れています。 

       本計画は目標値達成へ向け重点的に取り組むこととし、次のとおり設定します。 

男性職員が配偶者の出産に伴い入院等の付添いを行う特別休暇取得率 

⇒ 令和７年度までに１００％とする。 

 

 

（２）男性職員が配偶者の妊娠・出産に伴い育児参加をするための特別休暇取得率 

⇒ 令和元年度までに５０％以上とする。【次世代】 

⇒ 令和２年度までに６０％以上とする。【女性】 

       令和２年度実績値は３７．５％で、いずれの目標値も下回りました。 

計画推進の効果により、第１次後期実績値２３．１％を上回ったものの、目標値には

４．統合前目標値検証と本計画目標値 
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至りませんでした。 

       本計画は目標値達成へ向け重点的に取り組むこととし、次のとおり設定します。 

男性職員が配偶者の妊娠・出産に伴い育児参加をするための特別休暇取得率 

⇒ 令和７年度までに１００％とする。 

 

（３）男性職員の育児休業又は部分休業の取得率 

⇒ 令和元年度までに１０％以上とする。【次世代】 

⇒ 令和２年度までに２０％以上とする。【女性】 

       令和２年度実績値は２５％で、いずれの目標値も上回りました。 

計画推進の効果により、第１次後期実績値３．８％から着実に前進しています。 

       本計画は目標値達成へ向け重点的に取り組むこととし、次のとおり設定します。 

男性職員の育児休業又は部分休業の取得率 

⇒ 令和７年度までに１００％とする。 

 

（４）女性職員の育児休業又は部分休業の取得率 

⇒ 今後も１００％を維持する。【次世代】 

       令和２年度実績値は１００％で、目標値を達成しました。 

計画推進の効果により、第１次後期実績値１００％を維持しました。 

引き続き、本計画の目標値は次のとおり設定します。 

女性職員の育児休業又は部分休業の取得率 

⇒ 今後も１００％を維持する。 

 

（５）年次有給休暇の年間平均取得日数 

⇒ 令和元年度までに１６日以上とする。【次世代】 

       令和２年度実績値は１２．４日で、目標値を下回りました。 

第１次後期実績値が１３．４日であることから１．０日後退しましたが、新型コロナ

ウイルス感染症対応業務の増大によるものと考えられます。 

引き続き、本計画の目標値は次のとおり設定します。 

 

年次有給休暇の年間平均取得日数 

⇒ 令和７年度までに１６日以上とする。 
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（６）時間外勤務の縮減率 

⇒ 平成２６年度実績時間外勤務合計時間数を令和元年度までに２０％削減する。【次世

代】 

       時間外勤務合計時間数は、令和２年度実績値が５１，８９０時間、平成２６年度実績

値が３０，８４８時間であるため、６８．２％の増加となり、目標値未達成どころか

目標値に対し大きな乖離が生じました。 

理由としては、新型コロナウイルス感染症対応業務の増大によるものが主たる要因と

考えられます。 

時間外勤務の縮減は引き続き取り組んでいかなければならないテーマではありますが、

本計画では特に、身体や精神に大きな負担が生じるとされる長時間労働（月８０時間

以上の時間外勤務とします。）の縮減に主眼を置くこととします。 

令和２年度延べ２１人という実績値から、本計画の目標値は次のとおり設定します。 

長時間労働者数 

⇒ 毎年度延べ１５人以下とする。 

 

（７）採用した職員に占める女性職員の割合 

⇒ 令和２年度までに３５％以上とする。【女性】 

       令和３年度に採用した職員（令和２年度採用試験実施）における実績値は３７．５％

で、目標値を上回りました。 

計画推進の効果が表れたものと考えられます。 

本計画の目標値は次のとおり設定します。 

採用した職員に占める女性職員の割合 

⇒ 毎年度４０％以上とする。 

 

（８）係長級以上の女性職員の割合 

⇒ 令和２年度までに２５％以上とする。【女性】 

       令和２年度末の実績値は２４．２％で、目標値を下回りました。 

計画推進の効果が浸透しなかったものと考えられます。 

本計画の目標値は次のとおり設定します。 

係長級以上の女性職員の割合 

⇒ 令和７年度までに３０％以上とする。 

 

これらの目標値を達成するため、府中町では次章「勤務環境の整備」に掲げる事項に取り組むこ

ととします。 
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（１）妊娠中及び出産後における配慮等 

   ① 職員又は配偶者が出産することとなった場合は、速やかに「出産予定届出書」に母子手帳

の写し等を添付し、所属長を経て総務課へ提出します。【継続】 

② 所属長は妊娠中の職員に対し、子育てに関する各種休暇制度について情報提供を行います。

【継続】 

 ③ 所属長は妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行うとともに、時間外

勤務を原則として命じないこととします。【継続】 

 ④ 総務課は妊娠中の職員に対し、子育てに関する支援制度等について情報提供を行います。

【継続】 

 

（２）男性職員の休暇等の取得促進 

   ① 所属長は配偶者が妊娠した男性職員に対し、子育てに関する各種休暇制度について情報提

供を行い、当該休暇制度の利用促進を図ります。【継続】 

  ② 総務課は配偶者が妊娠した男性職員に対し、子育てに関する支援制度等について情報提供 

を行います。【継続】 

③ 総務課は配偶者が出産した男性職員が育児休業・部分休業を計画的に取得できるよう、所

属長と協議・調整を行います。【新規】 

 

（３）子育てを支援する環境の整備等 

  ① 所属長は所属職員が出産休暇、育児休業、育児短時間勤務又は部分休業を取得しやすい雰

囲気の醸成を図るとともに、取得の申し出があった場合、当該所属における業務分担の見直

しを実施するなど職場環境の整備を図ります。【継続】 

       ② 総務課は職員に対し、子育て支援に係る各種制度の趣旨を周知するとともに、仕事と生活

の調和の推進に向けた意識啓発や研修等に取り組みます。【継続】 

  ③ 所属長は出産休暇等の職員に対し、各種通知文書等の送付や定期的な連絡・面談など、職

員が職場から疎遠にならないよう努めます。【継続】 

  ④ 所属職員の出産休暇等の取得に際し、所属長による業務分担の見直しを行ってもなお所属

業務の遂行に支障を生じる場合に備え、総務課は代替会計年度任用職員の予算を確保すると

ともに、当該職員の配置に配慮します。【新規】 

    ⑤ 職員の不妊治療と仕事の両立を支援するため、総務課は休暇制度の創設を検討します。【新

規】 

     ⑥ 多様な働き方、柔軟な働き方の導入を目的として、総務課・情報管理課は職員のテレワー

ク等に関し、ハード・ソフト両面から研究・検討を進めます。【新規】 

 

５．勤務環境の整備 
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（４）長時間労働の縮減 

       ① 小学校就学前の子どもがいる職員の深夜勤務及び時間外勤務を制限する制度について、総

務課は所属長等への周知を行います。【継続】 

    ② 所属長はノー残業デー（毎週水曜日）を徹底し、業務繁忙期には課内応援・部内応援・部

外応援等を活用するとともに、必要に応じて業務配分の見直しを行うなど、時間外勤務の縮

減に努めます。また、総務課は所属毎の時間外勤務状況を把握し、長時間労働へ移行しない

よう、必要に応じヒアリング等を行います。【継続】 

③ 総務課は長時間労働の職員に対して健康相談等を行うとともに、必要に応じ産業医の問診

を実施し、健康障害の防止に努めます。【継続】 

    ④ 総務課・情報管理課は出退勤管理業務の効率化や定型業務のＲＰＡ化を目的として、主と

してハード面のデジタル化を進め、新たな業務スタイルを確立することにより職員の長時間

労働・時間外勤務の抑制を目指します。【新規】 

 

（５）休暇取得の促進 

    ① 所属長は所属職員に対し業務予定の早期周知を図るなど、職員の計画的な年次有給休暇の

取得促進に努めるとともに、安心して職員が年次有給休暇を取得できるよう、所属職員が相

互に応援できる事務体制の構築を図ります。【継続】 

    ② 所属長は子どもの看護のための特別休暇が確実に取得できるよう、取得促進に努めます。 

また、総務課は対象となる子どもについて、現在の小学校就学前から中学校就学前までに拡 

大するよう、検討を進めます。【拡充】 

 

（６）女性職員の任用等 

① 総務課は出産予定の職員や子育て中の職員の配置や異動にあたり、不規則勤務職場や少人

数職場を避けるなど、可能な範囲で配慮を行います。【継続】 

② 総務課は、女性職員のキャリア形成と能力開発の習得を目的とした研修の機会を設ける

とともに、所属長は研修への推薦を行うなど、女性職員の活躍へ向けた支援を行います。 

【継続】 

③ これまで男性中心であった職場にも積極的に女性を登用するなど、総務課は女性の職域

拡大に取り組みます。【継続】 

④ 総務課は毎年度の定期人事異動に際し、適材適所に応じた女性職員の積極的な起用を重

点項目として掲げ、管理・監督者への登用を図ります。【新規】 

⑤ 総務課は職員採用試験における女性受験者数の増加へ向けて、ＨＰ等へ先輩女性職員から

のメッセージを掲載するなど、積極的な広報活動に取り組みます。【新規】 
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（７）性の多様性への理解促進等 

     総務課はＬＧＢＴＱへの職員の理解を深めるため、様々な機会に応じ意識啓発等を行うとと 

  もに、性別により仕事や子育てを行うことが阻害されることのない職場を構築します。【新規】 

 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   


